
貸借対照表に関する附属明細書

1 重要な会計方針
(1)固定資産の減価償却について

とこついては、 率法と
(2)

財務諸表に対する注記
令和 7年 3月 31日現在

定率法と定額法で行っている。
定額法で行っている。

上基準に
当金は、

ついて

内訳
内訳は、次のとおりである。

を計上することとしている。
13)リ ー

に準じた会 によっている。
14)消費税の会計処理方法
消費税の会計処理方法は、税込経理方式によっている。

2 特定資産の増減額及びその残高
特定資産のオ曽減額及びその残高は次のとおりである。

ナンス・ リースについては、通常の賃貸借取引に係る方法

(単位 :円 )

(単位 :円 )

(単位 :円 )

リー

3 特定資産の財源等の
特定資産の財源等の

4 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
回定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

5 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交イヽJ者、当期の壻減額及び残高は、以 ドのとおりである。

6 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとお りである。

(単位 :円 )

附属明細書

特定資産の明細及び引当金の明細は、財務諸表の注記に記載しているので省略する。

(単位 :円 )

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産
減価償却引当資産
退職給付引当資産
周年事業引当資産
青年 。女性部周年事業引当資産

法人運営預金

9,646,591
336,780
2,500,000
1,200,000
5,000,000

113,430
207,820
500,000
600,000
0

0
0
0
0
0

9,760,021
544,600
3,000,000
1,800,000
5,000,000

言「 18,683,371 1_421.250 0 20,104.621

科 目 当期末残高
(内指定正味財産
からの充当額)

(内一般正味財産
からの充当額 )

(内負債に対応
する額)

特定資産

械価償却I引当資産

退職給f寸引当資産

周年事業引当資産

青年・女性部周年事業引当資産

法人運営預金

9,760,021

544,600

3,000,000

1,800,000

5,000,000

0

0

0

0
0

9,760,021

0

3,000,000

1,800,000

5,000,000

544

0

,600

0

0

0

計 20.104.621 0 19560021 544.600

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建 物
構築物
什器備品

9,248,442
1,768,800
596,680

7,381,279
1,710,838
578,455

1,867,163
57,962
18,225

言|・ 11.613922 9.670.572 1,943,350

補助金等の名称 交 付 者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

区分記載

全 法連助 成 金
全法連助 成 金
全法連 補助 金

県連事業費補助

(公財)全国法人会総連合
(公財)全国法人会総連合
(公財)全国法人会総連合
(一社)福岡県法人会連合会

0
0
0
0

23,883,700
350,000
348,000
1,055,171

23,883,700
350,000
348,000
1,055,171

0
0
0
0

0 25,636.871 25,636,871 0

内 容 金  額
経常収益への振替額

公益事業費計上による振替額
23,883,700


